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1. 2019年3月期の業績（2018年4月1日～2019年3月31日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2019年3月期 4,456 3.7 93 △36.0 130 △26.0 149 △67.4

2018年3月期 4,299 △0.4 145 18.4 176 23.1 459 △50.7

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2019年3月期 128.52 ― 55.7 3.0 2.1

2018年3月期 342.26 ― 20.1 4.0 3.4

（参考） 持分法投資損益 2019年3月期 ―百万円 2018年3月期 ―百万円

※当社は、2017年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１

　株当たり当期純利益」を算定しております。

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2019年3月期 4,176 2,324 55.7 2,083.01

2018年3月期 4,489 2,565 57.2 1,878.04

（参考） 自己資本 2019年3月期 2,324百万円 2018年3月期 2,565百万円

※当社は、2017年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１

　株当たり純資産」を算定しております。

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2019年3月期 408 13 △483 1,568

2018年3月期 192 16 △108 1,630

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2018年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2019年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

2020年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 2020年 3月期の業績予想（2019年 4月 1日～2020年 3月31日）

※　当社は、子会社設立に伴い、2020年３月期第１四半期より連結決算へ移行いたします。（2019年2月22日に「子会社設立に関するお知らせ」を　

　　公表しております。）

　　なお、2020年３月期の連結業績予想につきましては、本日開示の「連結決算開始に伴う連結業績予想に関するお知らせ」をご参照ください。

　　また、連結業績予想の公表に伴い、個別業績予想につきましては非公表といたします。



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2019年3月期 1,400,100 株 2018年3月期 1,400,100 株

② 期末自己株式数 2019年3月期 284,006 株 2018年3月期 33,810 株

③ 期中平均株式数 2019年3月期 1,165,498 株 2018年3月期 1,343,203 株

※当社は、2017年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施したため、前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、

　「期末発行済株式数」「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を算定しております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（日付の表示方法の変更）

「2019年３月期決算短信」より日付の表示方法を和暦表示から西暦表示に変更しております。


